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本日の発表

• がん対策医科歯科連携における、歯科医師
の役割について（第２期がん対策推進基本計
画への意見）

• がん対策としての周術期の取り組み

• 口腔がんについて
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• がん対策医科歯科連携における、歯科医師
の役割について（第２期がん対策推進基本計
画への意見と経緯）

• がん対策としての周術期の取り組み

• 口腔がんについて
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がん治療に伴って生じる口腔内合併症

歯科の介入により、これらの症状緩和や
感染の回避を図り、がん治療の完遂を支援する

化学療法

口腔粘膜炎
歯性感染症
味覚異常

口腔乾燥症
慢性GVHD

放射線療法

放射線性粘膜炎
唾液腺障害
味覚異常

う蝕・歯周炎の増悪
放射線性顎骨壊死

開口障害

外科療法

創部感染
誤嚥性肺炎

緩和領域
口腔乾燥
味覚異常
口内炎

誤嚥性肺炎
歯性感染症

口腔内不衛生
口臭

これら口腔内合併症は低栄養や脱水を惹起し
直接的・間接的にがん治療に悪影響を与える
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口腔粘膜炎

骨髄抑制期の歯性感染症

・骨髄抑制を起こす化学療法では
口内炎は全身感染症の重大なリスク

・口内炎と好中球減少が併発した場合
敗血症を引き起こす相対リスクは
口内炎がない場合の４倍以上

Sonis ST. : Oral Oncol. 1998 
Jan;34(1):39-43.

・化学療法中の歯科疾患の急性化/悪化の
加重有病率：28.1％

・歯性感染症は 好中球減少性発熱の熱源
ともなり、時に重篤な結果をもたらす

MEDLINE/PubMedおよび
EMBASEデータベースの系統的レビュー 5

がん治療と口腔ケア等の決定木

資料：国立がん研究センター

手術 化学療法 放射線療法

手術部位は？
呼吸器合併症のリスクは？
①頭頸部がん、食道がん手術
②その他

化学療法の内容は？
①造血幹細胞移植・大量化学療法
②骨修飾薬（BP製剤など）を
長期使用（半年以上）の予定
③骨髄抑制、口腔粘膜炎の発症が
懸念される化学療法

口腔が照射野に
含まれる？

治療前
手術前に必ず歯科を受診
専門的口腔ケア・歯科前処置施行

治療前
治療開始前の歯科チェックや
口腔ケア指導を推奨する

治療前
治療開始の2週間前に必ず歯科受診
歯性感染巣精査・歯科前処置施行

治療中
看護師による口腔内チェック･ケア
口内に問題が生じた場合は速やかに歯科と連携をとる

治療中
定期的な口腔内チェック･ケア
歯科との密な連携

治療後
口腔内合併症のリスク管理
定期的な口腔内チェック・ケア
歯科との密な連携

①
③ ①②

はい
②

緩和医療
在宅療養中
がん終末期

など
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社団法人 日本歯科医師会

独立行政法人 国立がん研究センター

平成24年7月17日 厚生労働省 第34回がん対策推進協議会 プレゼンテーション資料

がん治療における医科歯科連携

第2期「がん対策推進基本計画」（平成２４年ー２８年（2012年-2016年））
第４ 分野別目標と個別目標（取り組むべき施策）

チーム医療とがん医療全般に関すること：「各種がん治療の副作用・合併症の予防
や軽減など、患者の更なる生活の質の向上を目指し、医科歯科連携による口腔ケアの推進
をはじめ、食事療法などによる栄養管理やリハの推進など、職種間連携を推進する。」

手術療法の推進：「手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため、麻酔科医や
医師、口腔機能・衛生管理を専門とする歯科医師などとの連携を図り、質の高い周術期管
理体制を整備する。」

がん医療に携わる専門的医療従事者の育成：「放射線療法、化学療法、緩和ケ
ア、口腔ケア等のがん医療に携わる医師や歯科医師をはじめ、薬剤師や看護師等の育成
が依然として不十分である。」

希少がん 現状：「希少がんについては、様々な希少がんが含まれる小児がんをはじ
め、様々な臓器に発生する肉腫、口腔がんなど、数多くの種類が存在するが、現状を示す
データや医療機関に関する情報も少ない。」
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第２期がん対策推進基本計画における歯科への評価と課題
ー強みを活かし、課題を改善する、その視点としてー

歯科が評価された点

チーム医療に貢献

•医師・歯科医師の連携
体制の評価

周術期に有効

•手術前の歯科治療の必
要性の明確化

•口腔管理の評価の普及

課題として示された点

人材不足・人材育成

•がん治療において連携す
る歯科医師が少ない

口腔がん対策

•口腔がんの実態把握、検
診等制度が未整備、地域
住民への情報が不足

9

• がん対策医科歯科連携における、歯科医師
の役割について（第２期がん対策推進基本計
画への意見）

• がん対策としての周術期の取り組み

• 口腔がんについて
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周術期における歯科の役割を推進

平成２４年度「周術期口腔機能管理料」を診療報酬制度に新設
平成２６年、２８年の診療報酬制度改正により充実が図られる。

平成26年1月「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針」局長通知
・がん診療連携拠点病院等における院内、地域の歯科医師との連携促進
・同病院等での歯科医師等へのがん患者の口腔ケア等の研修実施に協力
するよう、努める。

平成25年度より日本歯科医師会へ委託された「医科歯科連携
事業」により、専門家パネルで作成された全国共通テキストを用
いた歯科医師の人材育成を全国的に開始した。
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医科歯科連携推進専門家パネル
がん患者さんへの歯科治療、口腔ケア等を実施する歯科医師・歯科衛生士等
の歯科医療従事者の人材育成にあたり、複数の専門家の協力を得て、研修
や教材の内容、さらには実務指導者の育成のための方途を具体的、かつ継
続的に検討することが必要であると考え、医科歯科連携専門家パネルを設置
いたしました。

活動内容
厚生労働省とも協力して、以下についての検討、提言を行います。
（１）がん医科歯科連携の質の担保を目的とした講習会のテキスト、既存の資
料について、専門家の立場から検証、最適化のための助言を行い、標準的な
がん医科歯科連携のための全国共通テキスト（ナショナル・テキスト）を作成し
ます。
（２）その他、がん医科歯科連携の全国展開にあたり、実務経験を生かして、
適切な体制・環境整備に関して、助言を行います。

国立がん研究センター がん対策情報センター
http://www.ncc.go.jp/jp/cis/panel/index.html 12



医科歯科連携推進専門家パネル委員会

各専門家の立場から連携の
コンセンサスをまとめて頂いた

日本頭頸部癌学会

日本がん看護学会

日本緩和医療学会

日本臨床腫瘍学会

日本口腔外科学会

日本放射線腫瘍学会

日本口腔科学会

日本歯科衛生士会

全国医学部附属病院

歯科口腔外科科長会議

日本歯科医師会

日本病院歯科口腔外科協議会

日本麻酔科学会

日本癌治療学会

厚生労働省

参加団体

切れ目ない歯科の
サポートを
全国で提供する
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受講生の名簿は、国立がん研究センタ―の
Webで公開
（詳細名簿は、都道府県歯科医師会から提
供）
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国立がん研究センターがん対策情報センター がん情報サービス（http://ganjoho.jp/）

登録された歯科医は
現在1万4千名以上

均てん化された講習会を
受講し,連携してがん患者の
口腔管理を受け入れてくれる
「がん診療連携登録歯科医」

がん医科歯科連携の全国均てん化
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全国共通がん医科歯科連携講習会
受講者数の年次推移（累積）

※日歯・国がん連携講習会受講者も含む
※平成28年度は未集計
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平成28年度病床機能報告における
報告項目の見直しについて

周術期における歯科の役割
強みをより活かしてきたが、

• がん予防、がん治療・研究、がんとの共生
それぞれのステージでの役割を果たすと同時に、

◎最新の知見に基づく評価パネルの

ブラッシュアップ、

◎人材育成と質の担保のための普及事業等を、

PDCAサイクルとして実施する必要性がある。
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• がん対策医科歯科連携における、歯科医師
の役割について（第２期がん対策推進基本計
画への意見）

• がん対策としての周術期の取り組み

• 口腔がんについて
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日本の口腔がんの年齢分布、部位別腫瘍数
2002年度（平成14年）日本口腔外科学会疫学調査

口腔がんの性・年齢別分布
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口腔がん検診のポイント
２００４年（平成１６年）口腔癌検診のためのガイドラインより

１．口腔がんの多くは、舌、口腔底、歯肉に発
生するので、これらの部位は慎重に診察。

２．色調、表面性状の異常、腫瘤・腫脹の有無
を診る。異常がある場合は触診する。

３．異常を認めた場合には、その原因を探求・
除去する。

４．異常が２週間以上持続する場合には、専門
医療機関へ紹介する。

５．検診の意義や口腔がんの兆候・症状・予防
について説明、教育する。
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日本のがんによる年齢調整死亡率（対人口10万人）
国立がん研究センターがん対策情報センターより
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日本と米国のがんによる死亡率の比較

WHOがんデータベースより

がん全体の死亡者数
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「口腔がん」について

希少がんとしての「口腔がん」は下記の課題から、口腔が
ん全体の減少や重症化予防の対策が不十分と思われる。

• 口腔がんのデータそのものが不足していることに加え、
データの収集システムが未整備であり、口腔がんの実態
を継続的に把握することが困難である。

• 口腔がんを専門的に治療する歯科医師が不足しているこ
とに加え、地域における歯科医療機関から専門医療機関
へ紹介できる歯科医師の育成が十分ではないことより、口
腔がんの早期発見・早期治療をさらに推進するべき。

• 口腔がん検診は多くの地域で未実施であり、地域住民に
対する口腔がん対策の教育、啓発普及も不足している。
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本日のまとめ

• 周術期における医科歯科連携による有効事例を踏
まえて、その効果をさらに強化するためには、PDCA
サイクル（人材育成事業、医科歯科連携推進専門家
パネル事業等の継続）に位置づけて推進していくこと
等を、引き続き次期のがん対策推進基本計画に記
載するべきである。

• 口腔がんは、希少がんとして第２期がん対策推進基
本計画に位置づけられているものの、データ収集や
スクリーニングのあり方、予防および早期発見・早期
治療の対策を含め、増加する希少がん対策が遅れ
ていると思われるため、さらなる対策推進が必要で
ある。

25


